
厚真町農業再生協議会水田フル活用ビジョン

１ 地域の作物作付の現状、地域が抱える課題

本町は、稲作を中心として農業の基礎が築かれ、道内有数の良質米地帯として発展

してきたが 1戸あたりの経営耕地面積が平均１１．５㏊となっており、水稲と畑作物・

野菜・花卉・肉用牛等を組み合わせた複合的な経営が多い地域である。

近年、総農家戸数は後継者不足により減少し、農業従事者の高齢化や労働力不足な

どにより今後も引き続き減少していくと見込まれるため、耕作放棄地対策として、土地

利用型作物による大規模経営体を早急に育成する必要があり、麦・大豆を中心とした適

正な輪作体系の確立を行い、排水対策を徹底した安定生産を図る必要がある。

また、配合飼料価格が高止まりする中、飼料基盤の充実並びに良質粗飼料の確保を

図り、安定した畜産経営の育成を行う必要がある。

農産物価格の低下や農業経営をめぐる環境が大きく変化している中で、本町におい

ても政策に対応できる担い手の育成と振興作物の一層の産地化が重要である。

２ 作物ごとの取組方針

担い手の育成と適地適作を基本とし、「良質な農産物は健康な土から生まれる」という

認識のもと、土壌診断に基づく適正施肥と生産性・品質向上対策、輪作推進や緑肥作物

の導入支援など、産地交付金を有効に活用し、作物生産の維持・拡大を図ることとす

る。

（１）主食用米

主食用米の継続的な消費減退や生産調整の拡大に向けた対策が講じられる中、本町

の基幹作物として需要に応じた作付面積を確保していくため、地域の土壌条件、気象

条件の実態を考慮した上で適切な品種構成による作付を誘導し、産地指定の拡大を図

る上でも収量・品質の高位平準化を目指すとともに「たんとうまいステーション」を

活用し品質のバラツキを少なくし「安全・安心」で安定した出荷ロットを確保する。

（２）非主食用米（飼料用米・加工用米・備蓄米）

ア 飼料用米

全国的に主食用米の需要減少が見込まれる中、新たな設備投資を必要とせず生産

調整を達成できる水稲転作は地域の中でも重要な作物であることから、優良多収性

品種の導入を検討しつつ、病害虫発生予察情報に基づく適期防除等を実施すること

で、生産性の向上を図る。

イ 加工用米

全国的に主食用米の需要減少が見込まれる中、新たな設備投資を必要とせず生産

調整を達成できる水稲転作は地域の中でも重要な作物であり、産地交付金を活用し

つつホクレン出荷を基本とし、生産拡大を図る。



ウ 備蓄米

全国的に主食用米の需要減少が見込まれるなか、新たな設備投資を必要とせず生

産調整を達成できる水稲転作は地域の中でも重要な作物であり、産地交付金を活用

しつつ生産面積を維持する。

（３）麦、大豆

地域における高齢化が進行する中、耕作放棄地・不耕作地の増加を防止するため、

担い手への農地集積を進めるとともに、収量・品質が不安定で収益性が低い等の問題

があるため、合理的な輪作体系の確立を基本として、地力増進作物の作付や有畜農家

と連携しての堆肥供給による土づくりと排水対策を徹底した栽培管理技術の向上に努

め、収量・品質の高位平準化を目指す。

（４）飼料作物

配合飼料価格が高止まりする中、飼料基盤の充実並びに良質粗飼料の確保を図るた

め草地更新を推進し、担い手への農地集積を進め、団地化による作業効率の向上を図

る。

（５）そば、なたね

今後においても契約栽培を基本とし、畑作物の適正な輪作体系を維持する。

（６）野菜

食の安全安心、品質に対する関心が強く低価格の物を求められている状況の中、最

重点作物（馬鈴薯、南瓜、ブロッコリー、トマト、ホウレンソウ、イチゴ、メロ

ン）・重点作物（未成熟とうもろこし、アスパラガス）への品目集約と振興を行い、

産地としての特徴を生かした総合的かつ長期的な産地形成作りを生産組織と一体とな

り生産品質向上や流通販売の強化を図りながら推進する。

（７）てん菜

連作障害を回避する上で重要な作物であることから、重点的に助成することによ

り、減少傾向にある作付面積の維持拡大を図り、適正な輪作体系を確立する。また、

排水対策を徹底した安定生産を図るとともに、労働力の軽減策として、直播栽培への

取り組みを支援する。

（８）小豆

畑作物の適正な輪作体系の維持と排水対策を徹底した安定生産を図る。

（９）花卉

燃油価格高騰の影響により経営は厳しい状況となっており、このままでは、規模縮

小により耕作放棄地や遊休農地の発生といった問題が危惧されることから、花卉生産

農家が生産意欲を持って経営を維持することにより、農地の遊休化を防止する。

（10）果樹

地域特産品であるハスカップについて、とまこまい広域ブランドとして推進する。

（11）不作付地の解消

地域の不作付地は現状無いが、農家人口の減少による不作付地の発生は今後懸念さ



れる。地域農業の持続的な発展に向け、共同体を育成することにより、作業及び機械

等の共同活用、余剰労働力による生産性及び品質の向上、農地の計画的な利用、高齢

者等を含めた労働力の効率的な活用など総合的に検討する。

（12）担い手への農地集積

農業従事者の高齢化により、担い手への農地集積は必要不可欠な取組となる。産

地交付金を活用し、土地利用型作物（麦・大豆）による担い手への賃貸借を農地中

間管理機構と連携し総合的かつ重点的に推進する。

（13）耕畜連携

輸入飼料価格が高騰する中、飼料生産から堆肥の還元までを地域内で行う資源循環

や飼料用米のわら利用を推進することにより、飼料生産基盤のより一層の充実を図

り、地域における飼料自給率の向上に取り組む。

また、転作田の牧草地を利用した水田放牧に取り組むことにより、畜産経営の省力

化及び低コスト化、自給飼料生産における肥料の低減化を図る

３ 作物ごとの作付予定面積

作物 平成 28 年度の作付面積

（ha）

平成 29 年度の作付予定面積

（ha）

平成 30 年度の目標作付面積

（ha）

主食用米 １，５００．２４ １，４７５．００ １，５００．００

飼料用米 ５７．０９ ８０．００ ６０．００

米粉用米

WCS 用稲

加工用米 ２４．６９ ２５．００ ２５．００

備蓄米 ４２．８４

麦 ３０８．４５ ２９５．１０ ２９５．００

大豆 ３１０．６０ ３１７．７４ ３２０．００

飼料作物 ４７２．９８ ４７５．６４ ４９０．００

そば １９．９９ １９．９９ １６．００

なたね

その他地域振興作物 ５６６．０２ ６１５．１５ ６１８．００

野菜

花卉

てん菜

小豆

果樹

地力増進作物

１０１．５６

２．０５

１５７．９５

１０６．９８

５．４７

１９２．０１

１３６．１３

３．７９

１６４．０７

１１２．３７

５．８０

１９２．９９

１３８．００

４．００

１６５．００

１１５．００

６．００

１９０．００



４ 平成 29 年度に向けた取組及び目標

取組

番号
対象作物 取組

分類

※
指標

平成 28 年度

（現状値）

平成 29 年度

（目標値）

１ 飼料用米
飼料用米の作付け

拡大
ア 実施面積 ５７．０９ ８０．００

２

麦・大豆・

飼料作物・

地力増進作

物・小豆

担い手への

農地集積
イ 実施面積 ７２１．９７ ７２２．００

３ 小豆
連作障害回避に向

けた作付
ア 実施面積 １０６．１８ １０６．１８

４
地力増進作

物

連作障害回避に向

けた作付
ア 実施面積 １９２．０１ １９２．０１

５ そば
連作障害回避に向

けた作付
ア 実施面積 １９．９９ １９．９９

６ 飼料作物
団地化による作業

効率の向上
イ 実施面積 ４５３．６０ ４５３．６１

７ 飼料作物
草地更新による品

質・収量の向上
ア 実施面積 ７．１２ １３．１６

８

野菜（最重

点品目）・

花卉

振興作物の作付助

成
ア 実施面積 １０１．７１ １２９．６４

９

麦・大豆・

そば・地力

増進作物・

小豆

担い手を対象とし

た輪作作付拡大推

進

ア 実施面積 ９３８．０３ ９３８．０７

１０

麦・大豆・

そば・振興

作物・小

豆・花卉

土壌診断に基づく

施肥設計
イ 実施面積 ８３４．２９ ８３４．３１

１１

わら専用

稲・飼料用

米

わら専用稲生産及

び飼料用米生産圃

場の稲わら利用助

成

ア 実施面積 ５．００ ５．００

１２ 飼料作物

飼料作物の作付水

田における牛放牧

助成

イ 実施面積 ３３．６４ ３３．６５

１３
飼料作物・

わら専用稲

粗飼料作物作付又

は畜排せつ物堆肥

利用助成

イ 実施面積 ０．００ ４．６５

※「分類」欄については、実施要綱別紙 16 の２（５）のア、イ、ウのいずれに該当するか記入してくださ
い。（複数該当する場合には、ア、イ、ウのうち主たる取組に該当するものをいずれか 1 つ記入してくだ
さい。）



ア 農業・農村の所得増加につながる作物生産の取組

イ 生産性向上等、低コスト化に取り組む作物生産の取組

ウ 地域特産品など、ニーズの高い産品の産地化を図るための取組を行いながら付加価値の高い作物を

生産する取組

※平成 30 年度以降の目標値を設定している場合は、「平成 29 年度（目標値）」欄の右に欄を設け、目標年度

及び目標値を記載してください。

※現状値及び目標値が単収、数量など面積以外の場合、（ ）内に、数値を設定する根拠となった面積を

記載してください。


